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株式会社はとバス 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 事業の内容 

  （１）事業の概要 

 株式会社はとバス（以下「会社」という。）は、一般乗合旅客自動車運送業、一般貸切旅客

自動車運送業等を営むことを目的として、昭和２３年８月に設立された会社であり、主として

表１の事業を行っている。 

 

（表１）事業内容 

事 業 名 事 業 内 容 

一般乗合旅客自動車運送業 都内及び近郊の定期観光バス 

一般貸切旅客自動車運送業 一般団体及び募集団体の輸送 

関 連 事 業 あっせん業、旅行事業、路線バス受託事業及び自動車整備事業

ホ テ ル 事 業 銀座キャピタルホテルの経営（本館２５６室・新館３１８室）

不動産賃貸業 港南ビル本館・新館及び京町ニューコーポの賃貸 

 

（２）都との関係 

都は、会社設立に当たり、都が保有していた観光自動車事業権（評価額１６０万円）及び自

動車６両（評価額２４０万円）を現物出資している。その後、８回にわたり出資（最終出資年

月日：昭和４７．１．３１）し、第６６期末（平成１９．６．３０）現在、会社の資本金４億

５，０００万円のうち１億７，０７０万７，５００円（３７．９％）を出資している。 

 また、都は、平成１５年４月に会社と路線バス運行管理事業に係る委託契約を締結し、都営

バス路線の運行管理を会社に委託しており、当初２路線であったが、順次委託路線を増やし、

監査日（平成２０．１０．９）現在、３２路線となっている。 
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２ 組織 

 会社は、本社を千代田区丸の内一丁目９番１号に、主たる事務所を大田区平和島五丁目４番１

号に置き、役員１２名（代表取締役社長１名、代表取締役専務１名、専務取締役１名、常務取締

役２名、取締役５名、監査役２名）（うち非常勤２名）及び職員８３２名で、１５部をもって構

成されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監査の範囲 

第６５期（平成１７．７．１～平成１８．６．３０）及び第６６期（平成１８．７．１～平成 

１９．６．３０）の事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）交 通  局   平成２０年１０月１日及び同月９日 

  （２）会   社    平成２０年１０月２日から同月８日まで 

 

第４ 監査の結果 

 １ 経営に関する事項 

会社は、一般乗合旅客自動車運送業、一般貸切旅客自動車運送業、関連事業、ホテル事業及び不

動産賃貸業の５事業を行っている。 

   第６６期における経営成績は、営業利益６億２，５４９万余円、経常利益６億８，６１８万余

円、税引前当期純利益は６億６，５１０万余円であり、税引後の当期純利益は３億８，３１９万

余円である。 

第６６期末における財政状態は、資産合計７６億２，８７８万余円、負債合計５６億５，４９

２万余円、純資産合計１９億７，３８６万余円となっている。 

なお、第６５期は１株当たり３円、第６６期は１株当たり４円の配当を行っている。 

次に、経営環境について見ると、定期観光については、予約状況にかかわらず運行しなければな

らないことや天候の影響を受けやすいこと等の事業リスクがあり、今後も、個人客の需要を反映し

た質の高い商品開発が課題となっている。 

貸切観光については、価格競争が激化し厳しい経営環境にある。このため、セールスの推進と効

率的な車両稼動による収益の確保が課題となっている。 

関連事業、ホテル事業及び不動産賃貸業については、利益を計上しているものの、今後、ホテル

及び賃貸物件の老朽化への対策が必要であるとしている。 

    また、子会社１社が、依然として債務超過の状態にあることから、その経営改善が課題となって

いる。 

    財務事務に関する内部統制については、基本的な規程として、経理規則等が整備されているが、

一部に改善すべき事例が認められた。 
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     以上、経営状況について述べてきたとおり、会社の経営環境は依然として厳しいものの、第６６

期も当期純利益を計上しており、会社の事業は出資目的に沿って適切に運営されていると認められ

る。 

 

第５ 経営状況の概要 

１ 経営状況について 

（１）事業実績 

   会社は、一般乗合旅客自動車運送業、一般貸切旅客自動車運送業、関連事業、ホテル事業及び

不動産賃貸業を行っており、各事業の事業実績は、次のとおりである。 

  ア 一般乗合旅客自動車運送業について 

会社は、一般乗合旅客自動車運送業として、都内及び近郊において、定期観光バスを運行

している。 

第６６期の営業収益は、表２のとおり、２３億５９万余円であり、前期（１９億７，２０

３万余円）と比較して、３億２，８５６万余円（１６．７％）増加している。これは、表３

のとおり、定期観光バスの乗車人員が増加したことによるものである。  

また、第６６期の営業費は１９億２，４４６万余円であり、前期（１７億５，５６７万余

円）と比較して、１億６，８７９万余円（９．６％）増加している。 

この結果、差引損益は、３億７，６１３万余円の利益となっており、前期（２億１，６３

６万余円）と比較して、１億５，９７６万余円（７３．８％）増加している。 

 

    （表２）一般乗合旅客自動車運送事業収支状況      (単位：千円、％) 

区  分  第６６期 第６５期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 2,300,598 1,972,035 328,563 16.7 

営業費(B) 1,924,467 1,755,673 168,794 9.6 

差引損益(C=A-B) 376,131 216,362 159,769 73.8 

 

（表３）一般乗合旅客自動車運送事業実績       (単位：人、％) 

項   目 第６６期 第６５期 増(△)減 増（△）減率 

乗車人員 571,524 512,420 59,104 11.5 

   

イ 一般貸切旅客自動車運送業について 

会社は、一般貸切旅客自動車運送業として、一般団体及び募集団体の運送を行っている。 

第６６期の営業収益は、表４のとおり、２０億３，２１６万余円であり、前期（２１億７８

３万余円）と比較して、７，５６７万余円（３．６％）減少している。 



 - 278 -  

これは主として、一般団体の需要の減少や事業者間の競争激化に伴う価格低下によるもので

ある。 

また、第６６期の営業費は、２４億４，５０５万余円であり、前期（２６億２，４４６万余

円）と比較して、１億７，９４１万余円（６．８％）減少している。 

この結果、差引損益は、４億１，２８８万余円の損失となっており、前期（５億１，６６２

万余円の損失）と比較して、１億３７４万余円（２０．１％）改善している。 

 

（表４）一般貸切旅客自動車運送事業収支状況      (単位：千円、％) 

区  分  第６６期 第６５期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 2,032,167 2,107,839 △75,672 △3.6 

営業費(B) 2,445,052 2,624,466 △179,414 △6.8 

差引損益(C=A-B) △412,885 △516,626 103,741 20.1 

 

（表５）一般貸切旅客自動車運送事業実績       (単位：人、％) 

項   目 第６６期 第６５期 増(△)減 増（△）減率 

乗車人員 741,914 772,044 △30,130 △3.9 

 

ウ 関連事業について 

会社は、関連事業として、あっせん業、旅行事業、路線バス受託事業（交通局）及び自動車

整備事業を行っている。 

第６６期の営業収益は、表６のとおり、７７億３，１２８万余円であり、前期（６９億２，

００２万余円）と比較して、８億１，１２５万余円（１１．７％）増加している。これは主と

して、定期観光バスの旅客数増加に伴う食事代、有料施設の入場料等の売上の増加及び路線バ

スの受託事業の拡大によるものである。 

また、第６６期の営業費は、７０億５，６８７万余円であり、前期（６４億１，９７９万余

円）と比較して、６億３，７０７万余円（９．９％）増加している。これは主として、路線バ

スの受託事業の拡大に伴う乗務員の採用による人件費の増加によるものである。 

 この結果、差引損益は、６億７，４４０万余円の利益となっており、前期（５億２２万余円）

と比較して、１億７，４１７万余円（３４．８％）増加している。 
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（表６）関連事業収支状況                   （単位：千円、％） 

項  目 ６６期 ６５期 増(△)減 増（△）減率

あ っ せ ん 業 売 上 2,887,834 2,656,638 231,195 8.7

旅 行 事 業 売 上 2,789,265 2,581,181 208,083 8.0

路線バス受託収入 1,929,951 1,577,973 351,978 22.3

自 動 車 整 備 売 上 124,229 104,235 19,994 19.2

営

業

収

益 

 計 7,731,280 6,920,028 811,251 11.7

売 上 原 価 4,470,636 4,106,224 364,411 8.8

営 業 費 2,586,241 2,313,574 272,667  11.7

営

業

費 計 7,056,877 6,419,798 637,078 9.9

差引損益 674,403 500,229 174,173 34.8

  

エ ホテル事業について 

会社は、銀座キャピタルホテルの経営を行っている。 

第６６期の営業収益は、表７のとおり、１９億３，９１０万余円であり、前期（１９億５，

２２９万余円）と比較して、１，３１９万余円（０．７％）減少している。 

また、第６６期の営業費は、１４億９，２３１万余円であり、前期（１４億４，０１１万余

円）と比較して、５，２２０万余円（３．６％）増加している。 

この結果、差引損益は、４億４，６７８万余円の利益となっており、前期（５億１，２１８

万余円）と比較して、６，５４０万余円（１２．８％）減少している。これは、ホテルの修繕

工事に伴うものである。 

  

（表７）ホテル事業収支状況                (単位：千円、％) 

区  分  第６６期 第６５期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 1,939,100 1,952,298 △13,197 △0.7 

営業費(B) 1,492,318 1,440,116 52,202 3.6 

差引損益(C=A-B) 446,782 512,182 △65,400 △12.8 

 

オ 不動産賃貸業について 

会社は、港南ビル本館・新館及び京町ニューコーポの賃貸を行っている。 

第６６期の営業収益は、表８のとおり、３億６，８６６万余円であり、前期（３億６，７９

８万余円）と比較して、６８万円（０．２％）増加している。 

また、第６６期の営業費は、１億４，２３９万余円であり、前期（１億３，１１２万余円）

と比較して、１，１２７万余円（８．６％）増加している。これは主に、港南ビル本館・新館
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の冷暖房装置の修繕をしたことによるものである。 

 この結果、差引損益は、２億２，６２７万円の利益となっており、前期（２億３，６８６万

余円）と比較して、１，０５９万余円（４．５％）減少している。 

 

     （表８）不動産賃貸事業収支状況           （単位：千円、％） 

区  分 第６６期 第６５期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 368,666 367,985 680 0.2 

営業費(B) 142,395 131,122 11,273 8.6 

差引損益(C=A-B) 226,270 236,862 △10,592 △4.5 

 

（２）経営成績 

 ア 損益計算書項目の比較増減分析 

    第６５期及び第６６期の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

    第６６期における経営成績は、営業利益６億２，５４９万余円、経常利益６億８，６１８万

余円であり、税引後の当期純利益は３億８，３１９万余円となっている。 

営業収益は、１４３億７，１８１万余円であり、前期（１３３億２，０１８万余円）と比較

して、１０億５，１６２万余円（７．９％）増加している。これは主に、一般乗合旅客自動車

運送業である定期観光バスの収益増や路線バス受託事業拡大により関連営業収益が増加したこ

とによるものである。 

    営業費は、１３７億４，６３２万余円であり、前期（１３０億２，７０２万余円）と比較し

て、７億１，９２９万余円（５．５％）増加している。これは主に、路線バス受託事業拡大に

伴い、乗務員を採用したことにより、関連事業営業費が増加したことによるものである。 

この結果、営業利益は６億２，５４９万余円となり、前期（２億９，３１６万余円）と比較

して、３億３，２３２万余円（１１３．４％）増加している。 

    営業外収益は、１億１，４１９万余円であり、前期（１億１，８４８万余円）と比較して、

４２８万余円（３．６％）減少している。これは主に、車両売却益が減少したことによるもの

である。 

    営業外費用は、５，３５０万余円であり、前期（７，６３８万余円）と比較して、２，２８

８万余円（３０．０％）減少している。これは主に、借入金の減少に伴い、支払利息が減少し

たことによるものである。 

    この結果、経常利益（６億８，６１８万余円）に特別利益（５００万円）及び特別損失（２，

６０７万余円）を加減した税引前当期純利益は６億６，５１０万余円となり、税引後の当期純

利益は３億８，３１９万余円となっている。 

なお、第６５期は１株当たり３円、第６６期は１株当たり４円の配当を行っている。 
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イ 経営比率等による経営成績の分析 

会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表９のとおりである。 

 

  （表９）経営比率 

項   目 第６２期 第６３期 第６４期 第６５期 第６６期 算 式 

経営資本事業利益率（％） 4.6 2.1 3.5 4.8 10.0 
事業利益 

経営資本 

営業収益営業利益率（％） 2.4 0.9 1.7 2.2 4.4 
営業利益 

営業収益 

経営資本回転率（回） 1.82 1.76 1.81 2.00 2.24 
営業収益 

経営資本 

総費用対総収益比率（％） 97.5 99.1 98.3 97.8 95.6 
総費用 

総収益 

インタレスト・カバレッジ（倍） 5.18 1.81 3.60 5.60 15.0 
事業利益 

支払利息 

（注）１ 事業利益とは、営業利益＋受取利息＋受取配当金である。 

（注）２ 経営資本とは、総資本－投資等である。 

 

（３）財政状態 

  ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

 第６５期末及び第６６期末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

第６６期末の財政状態は、資産合計７６億２，８７８万余円、負債合計５６億５，４９２万

余円、純資産合計１９億７，３８６万余円となっている。 

 資産合計は、前期（７９億４，９３６万余円）と比較して、３億２，０５８万余円（４．０％）

減少している。これは、固定資産が、前期（６５億６３２万余円）と比較して、３億２，４５

０万余円（５．０％）減少したことによるものである。 

これは主に、有形固定資産が２億５，２７４万余円、子会社長期貸付金が１億１，４１５万

余円それぞれ減少したことによるものである。 

 負債合計は、前期（６３億３，６４９万余円）と比較して、６億８，１５７万余円（１０．

８％）減少している。これは、流動負債が２億７，６１２万余円、固定負債が４億５４５万余

円それぞれ減少したことによるものである。 

流動負債の減少は、主に、１年以内返済予定長期借入金が２億３，６９８万円減少したこと

によるものである。 

固定負債の減少は、主に、長期借入金が２億２，５３５万円、長期未払金が２億２，４７８

万円それぞれ減少したことによるものである。 

    純資産合計は、前期（１６億１，２８７万余円）と比較して３億６，０９８万余円（２２．

４％）増加している。 
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イ 財務比率等による財政状態の分析 

 会社の財政状態を示す財務比率は、表１０のとおりである。 

 

（表１０）財務比率表                        （単位：％） 

項  目 第６２期 第６３期 第６４期 第６５期 第６６期 算 式 

流 動 比 率 30.8 39.8 38.2 42.5 46.4 流動資産 
流動負債 

自己資本比率 14.7 15.4 17.2 20.3 25.9 
自己資本 
総資本 

固定長期適合率 161.0 145.6 149.4 143.3 137.6 
固定資産 
長期資本 

（注）長期資本とは、株主資本＋固定負債である。 

 

２ 経営環境に関する評価及び財務事務に関する内部統制 

（１）経営環境に関する評価 

   事業の経営環境について、経営者にヒアリングを行うとともに、営業活動、財務活動等の観点か

ら確認を行った結果、事業の経営環境及び事業運営において、次のとおり、留意すべき点が見受け

られた。 

ア 事業の経営環境と事業運営 

 （ア）一般乗合旅客自動車運送業 

定期観光については、予約状況にかかわらず運行しなければならないことや天候の影響を受

けやすいこと等の事業リスクがある中、第６６期は、営業収益の増加を達成してきた。今後も、

個人客のニーズを反映した質の高い商品開発の継続が課題となっている。 

（イ）一般貸切旅客自動車運送業 

貸切観光については、団体旅行の需要が低下していることや規制緩和に伴い新規事業者が多

数参入したことにより、価格競争が激化し厳しい経営環境にある。このため、セールスの推進

と効率的な車両稼動による収益の確保が課題となっている。 

（ウ）関連事業 

 関連事業では、都からの路線バス事業の受託拡大により収益が増加している。 

 今後も、収益確保に努めていくこととしている。 

（エ）ホテル事業 

     ホテル事業においては、効率的な運営を目指して、教育旅行団体の誘致やスポーツ団体の

積極的な受注とインターネットを駆使し空室状況に応じて価格を柔軟に変動させるなど、客

室稼働率の向上に努めている。一方、建物の老朽化により、計画的な整備の検討が必要であ

るとしている。 

（オ）不動産賃貸業 

     港南ビルについては、建設当初から現在に至るまで１社の専属賃貸で推移し、また京町ニ

ューコーポは、直近５期の稼働率が９０％を確保している。 
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しかしながら、港南ビルについては、建設以来３８年を経過し劣化が進んでいることから、

大規模修繕を含めた建物全体の事業運営の検討が必要であるとしている。 

（カ）子会社の状況 

   会社は、表１１に示すとおり、子会社３社と企業集団を構成しているが、はとバス興業株

式会社は債務超過の状態にあり、経営改善に努めているものの、経営成績、財政状態の改善

が当面の課題となっている。 

   株式会社シーライン東京については、乗客数の増加により、第６７期には、債務超過の状

態から脱している。 

 

   （表１１）子会社一覧 

名      称 資本金 株式所有割合 主な事業 

はとバス興業株式会社 １億円 １００％ 料理飲食業 

株式会社シーライン東京 ２億円  ５１％ 観光船事業 

株式会社はとバスエージェンシー １千万円 １００％ 
保険代理業 

広告代理業 

 

イ 経営計画 

   会社は、直面する経営課題を解決するためグループ全体の基盤強化を目指し、第６６期から３

年間の｢０６中期経営計画｣を策定しており、財務目標を、①グループ税引前当期純利益１０億円

②グループ有利子負債６億円と設定した。 

①については、目標を達成しているものの、②については、今後、目標に向けて効率的な経営

に努める必要がある。 

 

（２）財務事務に関する内部統制 

   財務事務に関する内部統制の整備及び運用状況について検証したところ、経理事務の処理に係る

基本的な規程としての経理規則、処務規則等は整備されており、財務事務は改善すべき事例を除き、

同規則に定められている会計方針に基づき処理されている。 

ア 職務の分掌 

職務の分掌は、処務規則及び経理規則に定められており、財務事務に関する決裁基準について

は、取締役会規則に定められている決議事項を除き、稟議規則に基づいて決定している。 

  イ 取締役会 

    取締役会規則によれば、定例取締役会を隔月１回召集するとしているが、規則どおりに召集さ

れていない事実が認められた。 

ウ 文書の保存 

文書規程によれば、文書の保存年限を内容に応じて第１種（永久保存）、第２種（１０年保存）、
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第３種（５年保存）、第４種（１年保存）としているが、税法に基づき７年で廃棄している第２

種文書が認められた。 

 エ 資産台帳の整備状況 

   経理規則によれば、棚卸資産については、貯蔵品台帳を備え、その品名・規格等の異なる毎に

受払を記録し、その残高を明確にしなければならないと定めているが、台帳を作成されていない

ことが認められた。 

オ 現金及び預金の取扱い 

   経理規則によれば、毎日の自動車営業収入金の取扱を除いた金銭の出納は、当該取引担当者が

所属長の認印ある入金伝票を作成して行い、収納金は、原則として直接銀行に預金するものとし

ているが、預金されていない事例が認められた。 

 



（別表　１）　 比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、％）

 営　業　収　益 14,371,812,887 13,320,188,076 1,051,624,811 7.9

 一般乗合旅客運送事業営業収益 2,300,598,501 1,972,035,243 328,563,258 16.7

2,032,167,110 2,107,839,790 △ 75,672,680 △ 3.6

関連事業営業収益 7,731,280,419 6,920,028,865 811,251,554 11.7

ホテル事業営業収益 1,939,100,649 1,952,298,526 △ 13,197,877 △ 0.7

不動産賃貸業営業収益 368,666,208 367,985,652 680,556 0.2

 営　業　費　 13,746,321,541 13,027,024,588 719,296,953 5.5

1,924,467,141 1,755,673,070 168,794,071 9.6

2,445,052,290 2,624,466,592 △ 179,414,302 6.8

関連事業営業費 7,056,877,363 6,419,798,900 637,078,463 9.9

ホテル事業営業費 1,492,318,504 1,440,116,253 52,202,251 3.6

不動産賃貸業営業費 142,395,890 131,122,687 11,273,203 8.6

一 般 管 理 費 685,210,353 655,847,086 29,363,267 4.5

 営　業　利　益 625,491,346 293,163,488 332,327,858 113.4

 営  業  外  収  益　 114,199,391 118,483,428 △ 4,284,037 △ 3.6

 営  業  外  費  用 53,509,137 76,389,275 △ 22,880,138 △ 30.0

 経 常 利 益 686,181,600 335,257,641 350,923,959 104.7

 特  別  利  益 5,000,000 5,000,000 0 0

 特  別  損  失 26,078,975 59,429,572 △ 33,350,597 △ 56.1

 税引前当期純利益 665,102,625 280,828,069 384,274,556 136.8

 法人税、住民税及び事業税 306,171,438 191,792,429 114,379,009 59.6

 法人税等調整額 △ 24,265,346△ 67,962,873 43,697,527 △ 64.3

 当期純利益 383,196,533 156,998,513 226,198,020 144.1

　

第66期 第65期 増 （△） 減

科　　　　　目 金  　　額 金  　　額 金  　　額 率

一般貸切旅客運送事業営業収益

一般貸切旅客運送事業営業費

一般乗合旅客運送事業営業費

 (C/B)×100C = （Ａ－Ｂ）（Β）（Ａ）
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（別表　２）　  比 較 貸 借 対 照 表

(資産の部) （単位：円、％）

流 動 資 産 1,446,962,642 19.0 1,443,040,661 18.2 3,921,981 0.3

現金預金 306,790,161 4.0 193,581,077 2.4 113,209,084 58.5

売掛金 399,789,043 5.2 376,210,385 4.7 23,578,658 6.3

274,320 498,400 0.0 △ 224,080 △ 45.0

未収運賃 326,504,802 4.3 313,131,728 3.9 13,373,074 4.3

1,349,700 351,750 0.0 997,950 283.7

未収入金 19,776,519 0.3 7,000,801 0.1 12,775,718 182.5

子会社未収入金 0 0.0 750,222 0.0 △ 750,222 △ 100

未収収益 5,635,170 0.1 8,558,178 0.1 △ 2,923,008 △ 34.2

子会社未収収益 7,675,169 0.1 583,725 0.0 7,091,444 　－

子会社短期貸付金 245,400,000 3.2 440,100,000 5.5 △ 194,700,000 △ 44.2

貯蔵品 37,207,655 0.5 38,164,896 0.5 △ 957,241 △ 2.5

前払金 16,257,826 0.2 9,375,783 0.1 6,882,043 73.4

前払費用 29,081,550 0.4 18,173,554 0.2 10,907,996 60.0

繰延税金資産 25,378,968 0.3 20,244,749 0.3 5,134,219 25.4

その他流動資産 27,936,918 0.4 22,647,212 0.3 5,289,706 23.4

貸倒引当金 △ 2,095,159 △ 0.0 △ 6,331,799 △ 0.1 4,236,640 △ 66.9

固　定 資  産 6,181,821,279 81.0 6,506,328,093 81.8 △ 324,506,814 △ 5.0

有形固定資産 4,592,026,022 60.2 4,844,767,318 60.9 △ 252,741,296 △ 5.2

車輌 443,489,191 5.8 623,843,818 7.8 △ 180,354,627 △ 28.9

建物 2,790,170,831 36.6 2,890,352,882 36.4 △ 100,182,051 △ 3.5

設備 82,415,985 1.1 92,199,383 1.2 △ 9,783,398 △ 10.6

構築物 64,717,785 0.8 47,285,521 0.6 17,432,264 36.9

機械・装置 17,376,592 0.2 12,526,362 0.2 4,850,230 38.7

工具・器具・備品 90,863,139 1.2 83,866,853 1.1 6,996,286 8.3

土地 1,094,692,499 14.3 1,094,692,499 13.8 0 0

建設仮勘定 8,300,000 0.1 0 0.0 8,300,000 　－

無形固定資産 376,811,753 4.9 376,918,028 4.7 △ 106,275  0.0

電話加入権 24,119,541 0.3 24,119,541 0.3 0 0

施設利用権 897,759 0.0 1,053,841 0.0 △ 156,082 △ 14.8

借地権 343,194,359 4.5 343,194,359 4.3 0 0

ソフトウェア 8,600,094 0.1 8,550,287 0.1 49,807 0.6

投資等 1,212,983,504 15.9 1,284,642,747 16.2 △ 71,659,243 △ 5.6

子会社長期貸付金 409,850,000 5.4 524,000,000 6.6 △ 114,150,000 △ 21.8

関係会社株式 26,242,000 0.3 14,402,000 0.2 11,840,000 82.2

投資有価証券 56,618,544 0.7 48,536,448 0.6 8,082,096 16.7

長期差入保証金 83,478,862 1.1 80,629,972 1.0 2,848,890 3.5

長期前払費用 13,932,408 0.2 5,089,351 0.1 8,843,057 173.8

繰延税金資産 787,861,690 10.3 772,019,976 9.7 15,841,714 2.1

その他投資 9,889,640 0.1 10,000,000 0.1 △ 110,360 △ 1.1

貸倒引当金 △ 174,889,640 △ 2.3 △ 170,035,000 △ 2.1 △ 4,854,640 2.9

資　産　合　計 7,628,783,921 100.0 7,949,368,754 100.0 △ 320,584,833 △ 4.0

(注) 有形固定資産の減価償却累計額は、第66期9,821,584,094円、第65期9,915,972,593円である。

子会社売掛金

子会社未収運賃

第66期 第65期

（Ａ） （Β）

科　　　　目

　増　（△）　減

金　　額 金　　額 金　　額 率

Ｃ ＝ （Ａ－Ｂ） (C/B)×100
構成比 構成比
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（負債及び純資産の部） （単位：円、％）

金　　額 金　　額

（Ａ） （Ｂ）

流 動 負 債 3,117,212,340 40.9 3,393,334,202 42.7 △ 276,121,862 △ 8.1

11,324,176 0.1 4,866,195 0.1 6,457,981 132.7

339,978,883 4.5 421,671,750 5.3 △ 81,692,867 △ 19.4

22,937,103 0.3 22,859,305 0.3 77,798 0.3

667,028,172 8.7 645,782,813 8.1 21,245,359 3.3

27,104,935 0.4 25,608,520 0.3 1,496,415 5.8

223,016,916 2.9 210,425,322 2.6 12,591,594 6.0

582,669 0.0 6,379,086 0.1 △ 5,796,417 △ 90.9

218,507,900 2.9 124,932,500 1.0 93,575,400 74.9

70,210,547 0.9 78,515,051 1.0 △ 8,304,504 △ 10.6

700,000,000 9.2 790,000,000 9.9 △ 90,000,000 △ 11.4

356,600,000 4.7 593,580,000 7.5 △ 236,980,000 △ 39.9

97,200,209 1.3 95,316,859 1.2 1,883,350 2.0

247,039,668 3.2 243,654,485 3.1 3,385,183 1.4

54,535,210 0.7 50,381,679 0.6 4,153,531 8.2

81,145,952 1.1 79,360,637 1.0 1,785,315 2.2

固 定 負 債 2,537,708,153 33.3 2,943,160,340 37.0 △ 405,452,187 △ 13.8

264,850,000 3.5 490,200,000 6.2 △ 225,350,000 △ 46.0

115,020,000 1.5 339,800,000 4.3 △ 224,780,000 △ 66.2

468,321,000 6.1 465,217,000 5.9 3,104,000 0.7

1,635,017,153 21.4 1,604,143,340 20.2 30,873,813 1.9

54,500,000 0.7 43,800,000 0.6 10,700,000 24.4

負   債   合   計 5,654,920,493 74.1 6,336,494,542 79.7 △ 681,574,049 △ 10.8

　

1,954,093,712 25.6 1,597,897,179 20.1 356,196,533 22.3

　 450,000,000 5.9 450,000,000 5.7 0 0

　 1,504,093,712 19.7 1,147,897,179 14.4 356,196,533 31.0

　 利益準備金 112,500,000 1.5 112,500,000 1.4 0 0

　 固定資産圧縮積立金 69,974,000 0.9 69,974,000 0.9 0 0

別途積立金 800,000,000 10.5 600,000,000 7.5 200,000,000 33.3

繰越利益剰余金 521,619,712 6.8 365,423,179 4.6 156,196,533 42.7

19,769,716 0.3 14,977,033 0.2 4,792,683 32.0

19,769,716 0.3 14,977,033 0.2 4,792,683 32.0

1,973,863,428 25.9 1,612,874,212 20.3 360,989,216 22.4

負債及び純資産合計 7,628,783,921 100.0 7,949,368,754 100.0 △ 320,584,833 △ 4.0

（注）純資産の部の６５期欄は資本の部に計上されているものである。

純資産合計

利益剰余金

その
他利
益剰
余金

（純資産の部）

株主資本

その他有価証券評価差額金

資本金

評価・換算差額等

支払手形

買掛金

子会社買掛金

未払金

子会社未払金

未払費用

子会社未払費用

未払法人税等

未払消費税等

短期借入金

１年内返済予定長期借入金

預り金

従業員預り金

前受収益

その他流動負債

長期借入金

長期未払金

長期受入保証金

退職給付引当金

役員退任慰労金引当金

科　　　　　目

第66期 第65期 　増　（△）　減

金　　額
構成比 構成比

Ｃ ＝ （Ａ－Ｂ）

率

(C/B)×100
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8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
2
1
,
6
1
9
,
7
1
2

1
,
5
0
4
,
0
9
3
,
7
1
2

1
,
9
5
4
,
0
9
3
,
7
1
2

1
9
,
7
6
9
,
7
1
6

1
,
9
7
3
,
8
6
3
,
4
2
8
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資
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・
換

算
差

額
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の
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剰
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金
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益
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金
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３
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書
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利
益

剰
余

金
合

計
株

主
資

本
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計




